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平成 18 年 2 月期（平成 17 年 9 月 1 日～平成 18 年 2 月 28 日）決算短信  平成 18 年 4 月 13 日 

不動産投信発行者名  日本リテールファンド投資法人    上 場 取 引 所   東証 
コード番号      ８９５３                        本社所在都道府県 東京都 
問合せ先        (資産運用会社)  三菱商事･ﾕｰﾋﾞｰｴｽ･ﾘｱﾙﾃｨ株式会社 
           責任者役職名  常務執行役員 
           氏    名  南 俊一   TEL：03-5293-7081 
決算役員会開催日   平成 18 年 4 月 13 日 
分配金支払開始日   平成 18 年 5 月 19 日（予定） 

 

1．平成 18 年 2 月期の運用、資産の状況（平成 17 年 9 月 1 日～平成 18 年 2 月 28 日） 
（１）運用状況                          （金額は百万円未満を切捨て） 
 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円     ％ 百万円     ％
18 年 2 月期 
17 年 8 月期 

13,046   6.7 
12,225  28.5 

5,290   8 6.4
4,973    29.9

4,796    9.1 
4,397   29.9 

4,795    9.1 
4,396   29.9 

                                                          

 １口当たり 
当期純利益 

 純資産   ＜参考＞ 
当期純利益率（年換算値）

総資本   ＜参考＞ 
経常利益率（年換算値） 

営業収益 
経常利益率

18 年 2 月期 
17 年 8 月期 

    15,851 円 
    15,729 円 

2.7％   （5.5）％

3.1％   （6.1）％

1.5％  （3.0）％ 
1.6％  （3.1）％ 

   36.8％ 
   36.0％ 

（注）  
①平成 17 年 8 月期の計算期間は平成 17 年 3 月 1 日から平成 17 年 8 月 31 日までの 184 日間、平成 18 年 2 月

期の計算期間は平成 17 年 9 月 1 日から平成 18 年 2 月 28 日までの 181 日間です。 
②1 口当たりの当期純利益は上記の計算期間の日数による加重平均投資口数により算出しております。又、平成

18 年 2 月期に新投資口の追加発行を行っておりますが、平成 18 年 2 月期の 1 口当たり当期純利益は新投資口

に対する金銭の分配の起算日（平成 17 年 9 月 1 日、期首）に追加発行があったものとして計算した加重平均

投資口（302,502 口）により算出しております。なお、平成 18 年 2 月期における期末発行済投資口数は 302,502
口であり、期末 1 口当たり当期純利益は上記の金額と同額となります。 

③会計処理の方法の変更  無 
④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率であり、小数点以下第 2

位を四捨五入しております。 
⑤純資産当期純利益率、総資本経常利益率については、期首と期末の純資産総額、総資本の平均値をそれぞれ

使用しています。 
（２）分配状況 
 １口当たり分配金

（利益超過分配金 

は含まない） 

 
分配金総額 

１口当たり

利益超過 
分配金 

利益超過 
分配金総額 

配当  
性向  

純資産 
配当率 

18 年 2 月期 
17 年 8 月期 

15,851  円 
15,730  円 

4,794 百万円

4,396 百万円

 0 円

 0 円

   － 百万円

   － 百万円

99.9 ％ 
100.0 ％ 

2.6 ％
2.6 ％

（注）配当性向については小数点第 1 位未満を切捨てにより表示しております。 
（３）財政状態 
 総資産額 純資産額 純資産比率 １口当たり純資産額

186,352 百万円 18 年 2 月期 
17 年 8 月期 

339,844 百万円

312,349 百万円 166,844 百万円 
  54.8 ％ 
    53.4 ％ 

616,037  円
  596,935  円

（注）期末発行投資口数 平成 18 年 2 月期 302,502 口、 平成 17 年 8 月期  279,502 口 
２．平成 18 年 8 月期（平成 18 年 3 月 1 日～平成 18 年 8 月 31 日）及び平成 19 年 2 月期（平成 18 年 9 月 1 日～平成 19

年 2 月 28 日）の運用状況の予想 
 営業収益 経常利益 当期純利益 １口当たり分配金（利益

超過分配金は含まない） 
１口当たり 

利益超過分配金

18 年 8 月期 
19 年 2 月期 

14,782 百万円 
15,394 百万円 

4,693 百万円

  4,768 百万円

4,691 百万円

4,766 百万円

   15,507 円 
  15,755 円 

0  円

  0  円

（参考）1 口当たり予想当期純利益  (平成 18 年 8 月期) 15,507 円、(平成 19 年 2 月期) 15,755 円  
（注）本予想数値は別紙記載の前提条件の下に算出した現時点のものであり、状況の変化により実際の当期純利益、分配

金は変動する可能性があります。又、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 
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１．投資法人の関係法人の概況 

当投資法人の主な関係法人の名称及び関係業務の概要は次の通りです。 
(1) 三菱商事・ユービーエス・リアルティ株式会社（「資産運用会社」） 
  当投資法人からの委託に基づき、投信法上の投資信託委託業者として、当投資法人規約（以下「規

約」といいます。）並びに規約に定める資産運用の対象及び方針に従い、資産の運用に係る業務を行い

ます。 

 
(2) 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（「一般事務受託者兼資産保管会社」） 
  当投資法人からの委託に基づき、投信法上の一般事務受託者として、①当投資法人の発行する投資

口の名義書換に関する事務、②当投資証券の発行に関する事務、③機関（投資主総会及び役員会）の

運営に関する事務、④計算に関する事務、⑤投資主に対して分配をする金銭の支払に関する事務、⑥

当投資法人に対する投資主からの権利行使に関する請求、その他の投資主からの申出の受付に関する

事務、⑦会計帳簿の作成に関する事務、及び⑧納税に関する事務を行います。 
  また、当投資法人からの委託に基づき、投信法上の資産保管会社として、当投資法人の保有する資

産の保管に係る業務を行います。 
 
(3) 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（「投資法人債に関する一般事務受託者」） 

投資法人債に関する一般事務受託者として、①投資法人債券の発行に関する事務及び期中における

事務、②投資法人債の名義書換に関する事務、③投資法人債の元利金の支払に関する事務、④投資法

人債権者からの申出の受付等の事務を行います。 
 
(4) 税理士法人中央青山（「納税事務に関する一般事務受託者」） 

当投資法人からの委託に基づき、納税事務に関する一般事務受託者として、税務サービスに係る契

約に従い、納税に関する事務を行います。ただし、税金の支払に関する業務を除きます。 

 

２．運用方針および運用状況 

（１）運用方針 

運用方針としては、全国に点在する商業施設不動産のみを運用対象としつつ、「中長期にわたり安定

したキャッシュフローを期待するインカム型物件」と「テナントの入替え等によりキャッシュフローの

成長を期待するグロース型物件」との最適な組合せによるポートフォリオ構築を基本としております。 

 

 

 （２）運用状況 

   Ａ 当期の概況 

i 投資法人の主な推移 
 当投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律に基づき、平成 13 年 9月 14 日に設立され、

翌平成 14 年 3 月 12 日にわが国初めての商業施設不動産の運用に特化した投資法人として東京証

券取引所に上場（銘柄コード 8953）されました。 

当投資法人は、上場直後に 4 物件を取得した以降、第 3 期中に 6 物件、第 4 期中に 6 物件、第

5 期中に 4 物件、第 6 期中に 4 物件、第 7 期中に 8 物件、第 8 期中に 2 物件を追加取得し、第 8

期末（平成 18 年 2 月 28 日）現在、合計 34 物件（但し、匿名組合出資は含みません。）を運用し

ております。 

 
 

ⅱ運用実績 

当投資法人は、主として好立地の都心型商業店舗ビルや質の高いテナントとの長期賃貸借契約を

伴う郊外型ショッピングセンター、ロードサイド型店舗等の全国に点在する多岐にわたるタイプの
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商業施設を投資対象としております。また、中長期にわたり安定したキャッシュ・フローが期待で

きる「インカム型資産」、テナントの入替えや稼働率の引上げにより物件価値やキャッシュ・フロ

ーの成長を積極的に目指す「グロース型資産」に分類される投資対象資産により構成される最適な

ポートフォリオの構築を基本戦略としています。さらに、地域別、物件タイプ別、賃貸期間別、テ

ナント別の分散及びバランスに留意しつつ、ポートフォリオ全体の安定的収益の確保と着実な外部

成長を目指してきました。 

 

当投資法人が保有するインカム型資産は、イトーヨーカ堂、イオン、近鉄百貨店、ビックカメ

ラ等を中心とした優良テナントとの長期賃貸契約に支えられ、かつ、物件稼働率はほぼ 100％を

維持しているため、賃料収入は極めて安定的に推移しております。また、都心の好立地に位置す

る物件と、郊外立地の優良テナントと長期賃貸契約を締結している物件の、2 つの投資セグメン

トを軸にポートフォリオを構築するという投資戦略に則り、当期中にインカム型物件では、郊外

型単一商業施設であるジャスコシティ西大津を取得しました。 

 

一方、グロース型資産については、前期以前から保有している博多リバレイン/イニミニマニモ、

あびこショッピングプラザ、ならファミリー、エスキス表参道及びワンダーシティに加えて、当

期中に京都ファミリーを取得しました。なお、エスキス表参道については、株式会社竹中工務店

が行う建替事業のために平成 18 年 2月 8日に、同社に対して建物を譲渡し、また土地を賃貸いた

しました。このため、同物件の名称をエスキス表参道跡地に変更し、インカム型資産に位置づけ

し直しております。グロース型資産につきましては、当期においても引続き、商業施設が持つ潜

在価値の最大化を目指し、テナント入替や販促活動を実施した他、物件競争力を強化するために、

あびこショッピングプラザの大規模リニューアルを行いました。 

 

ⅲ資金調達の概要 

①デットファイナンス 

借入金等の有利子負債の調達（デットファイナンス）については、テナント敷金及び保証金（第8

期末現在の残高約658億円）の有効活用及び投資法人債の発行により、全体資金調達コストの抑制を

図りながら健全な負債比率の維持と将来的な金利上昇に対するリスクヘッジを行い、財務の安定性と

機動性の確保を図りました。 

当期末の借入金残高は、約392億円、その内訳は、短期借入金残高約250億円、長期借入金残高約142

億円です。また、当投資法人は、平成17年1月11日付で行われた国内無担保投資法人債の発行にかか

る包括決議に基づき、当期中に第3回公募投資法人債（10年間、100億円）を発行しました。これによ

り第1回債、2回債を合わせて投資法人債残高は450億円となっております。 

 

②エクイティファイナンス 

当投資法人は、エクイティによる機動的な資金調達を確保するため、平成 17 年 8 月 26 日付で発行

登録書を関東財務局長に提出し、発行の限度額を 1,000 億円として投資証券の募集の登録を行いまし

た。当該登録を利用して、当投資法人は、平成 17 年 9月 5日及び平成 17 年 9月 6日開催の各役員会

における決議に基づく 23,000 口の新投資口の発行を行いました。この結果、当期末現在の出資総額

は 181,557,646,160 円、発行済投資口の総数は 302,502 口となっております。 
 

 

ⅳ業績及び分配の概要 

上記のような運用の結果、当期の実績として総賃料収入に当たる営業収益 13,046 百万円、そこ

から固定資産税、水道光熱費、資産運用報酬等の営業費用を控除した営業利益は 5,290 百万円と

なり、経常利益は 4,796 百万円、当期純利益は 4,795 百万円を計上しました。 

分配金につきましては、税制の特例（租税特別措置法第 67 条の 15）の適用により、利益分配金

の最大額が損金算入されることを企図して、投資口 1 口当たりの分配金が 1 円未満となる端数部

分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、この結果、投資口 1 口当たりの分配金は

15,851 円となりました。 
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   Ｂ 次期の見通し 

 

i 運用全般に関する見通し 

 

これまで通り引き続き、規約で定めた基本方針に基づき、都心型商業施設、郊外型ショッピング

センター、ロードサイド型店舗等の商業施設不動産のみを対象に投資を行う所存です。当期末現在

の総資産額は、3,398億円と中期的目標である総資産額4,000億円規模のポートフォリオに向けて着

実に成長を続けています。今後とも、インカム型資産及びグロース型資産の組合せ、並びに物件タ

イプ、地域、賃貸期間及びテナントの分散などを進め、ポートフォリオ全体のリスク低減を図るよ

うに努めます。 

 

 

ⅱ 対処すべき課題 

 

国土交通省が平成18年3月23日に発表した平成18年1月1日時点の公示地価によると、東京、大阪

及び名古屋の三大都市圏の商業地がそろって15年ぶりに上昇に転じたほか、ほとんどの都道府県で

下げ幅が縮小しました。 

東京都では、渋谷区の表参道周辺地域で3割を越える上昇率を記録したほか、東京都立川市や武

蔵野市などの商圏中心部も上昇しました。地方圏では、札幌及び福岡両市で1割以上の上昇地点が

あったほか、岡山市や金沢市などでも上昇又は横ばいの地点が現れました。 

このような状況の中で、首都圏にある駅前立地などの都心型商業施設に関しては、他の不動産投

資信託や各種不動産私募ファンドなどの新規参入者により益々物件取得競争が激しくなっていま

す。 

 

当投資法人は外部成長に向けて多様かつ機動的な資金調達及び健全な財務戦略の保持を目的と

して投資証券の募集に係る登録を行っています。これにより、総額900億円の無担保銀行借入枠の

設定、中長期的な安定したデットファイナンスを目的とした公募投資法人債の発行、国内外の幅広

い投資家を対象とした届出方式の新投資口の発行、機動性をより高めた発行登録方式の新投資口の

発行と、資金調達の目的及び金融市場の環境に応じて最適な資金調達の方法を選択していきます。

かかる資金調達の実行により、内部成長の可能性を考慮した上で、適正価格で物件を取得すること

により外部成長を続けて参ります。 

 

また、内部成長を拡大させるため当投資法人は、保有物件の水道光熱費の削減等による経費削減

に取り組むとともに、特に「グロース型資産」については、あびこショッピングプラザの大規模リ

ニューアルの経験を活かしながらプロパティ・マネジメント会社や商業施設系調査会社との連携に

より、導線の見直しや回遊性を高めるためのサイン設置、テナントミックスの見直しによる専門店

の入替え、集客力及び売上拡大につながる販売促進等を行いながら物件競争力の強化及び維持に努

め、ポートフォリオ全体の収益の向上及びキャッシュ・フローの拡大を進めていきます。 

 

  

      ⅲ 次期の業績の見通し 

      

 第 9期（平成 18年 3月 1日～平成 18年 8月 31 日）の運用状況につきましては、営業収益 14,782 

百万円、経常利益 4,693 百万円、当期純利益 4,691 百万円、1口当り分配金 15,507 円を見込んで

おります。なお、この見通しの前提条件につきましては、6 ページ記載の「第 9 期（平成 18 年 3

月 1 日～平成 18 年 8 月 31 日）及び第 10 期（平成 18 年 9 月 1 日～平成 19 年 2 月 28 日）運用状

況の予想の前提条件」をご覧ください。 

      なお、第 10 期（平成 18 年 9 月 1 日～平成 19 年 2 月 28 日）の運用状況につきましても、6 ペ

ージ記載の「第 9期（平成 18 年 3月 1日～平成 18 年 8月 31 日）及び第 10 期（平成 18 年 9月 1
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日～平成 19 年 2 月 28 日）運用状況の予想の前提条件」に基づき、営業収益 15,394 百万円、経常

利益 4,768 百万円、当期純利益 4,766 百万円、1口当り分配金 15,755 円となります。 

     

 

 （注）上記予想数値は、一定の前提条件の下に算出した現時点でのものであり、状況の変化により実際の当期純利益、分配

金は変動する可能性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。 
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第 9 期（平成 18 年 3月 1日～平成 18 年 8月 31 日）及び第 10 期（平成 18 年 9月 1日～平成 19 年 2月 28

日）運用状況の予想の前提条件 
項目 前提条件 

 
 

計算期間 
 

 
第 59 期 平成 18 年 3 月 1 日～平成 18 年 8 月 31 日（184 日） 
第 10 期 平成 18 年 9 月 1 日～平成 19 年 2 月 28 日（181 日） 
 

 
 

保有資産 
 
 

 
平成 18 年 3 月 24 日に取得した東戸塚オーロラシティ、平成 18 年 7 月 26
日に取得予定のロックシティ大垣を加えた計 37 物件を前提としております。

なお、実際には新規物件の追加取得、又は既存物件の処分等により変動す

る可能性があります。 
 
 

投資口の発行 
 

 
平成 18 年 2 月 28 日現在、出資総額は 181,557,646,160 円、発行投資口

総数は 302,502 口となっております。 
尚、その他新投資口の追加発行がないことを前提としています。 

 
 
 

負債比率 
 
 

 
平成 18 年 2 月 28 日現在、当投資法人の資産総額のうち、借入金及び

当投資法人（当投資法人が保有する受益権の対象たる信託の信託財産）

が受け入れた敷金及び保証金等の占める割合（以下「負債比率」とい

います。）は、約 44%となっております。この水準をベースに上記新規

取得予定物件（2 物件）を考慮し、50％程度の水準のままで推移するこ

とを前提としています。 
 
 
 
 
 

営業費用 
 
 

 
保有する不動産等にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税に

ついては、賦課決定された税額のうち、当該計算期間に対応する額を

賃貸事業費用に計上いたしますが、計算期間の属する年内に不動産等

の新規取得にかかり、譲渡人との間で固定資産税等の精算金（いわゆ

る「固定資産税等相当額」）が発生する場合は、当該精算金は当該不動

産等の取得原価に算入するため、当該計算期間の費用には計上されま

せん。従って、平成 17 年に取得した信託受益権 13 物件にかかる固定

資産税相当額については第 9 期以降の費用に計上いたします。なお、上

記 13 物件に関して、第 9 期において賃貸事業費用として計上するべき固定

資産税等の額は、418 百万円と想定しております。 
 

1 口当たり分配金 
 
 

 
投資口 1 口当たりの分配金が 1 円未満となる端数部分を除く当期未処

分利益の全額を分配することを前提としています。 

 
 
 

1 口当たり利益超過分配金 
 
 
 

 
利益を超える金銭の分配に関して、かかる分配を受けた投資主がその

分配の都度譲渡損益の算定を行うことが必要である税務の取扱いを踏

まえ、現時点では、投資主に対して利益を超える金銭の分配は行わな

い予定です。従って、第 9 期及び第 10 期においても 1 口当り利益超過

分配金は行わない前提としています。 
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注. 新規取得予定 2物件を含めた 36 物件の概要は下記のとおりです。 

既存物件名 所在地 種類 
取得価額 

（百万円）

仙台中山ショッピングセンター 宮城県仙台市 郊外型ショッピングセンター 10,200

エスパ川崎 神奈川県川崎市 郊外型ショッピングセンター 10,091

大阪心斎橋 8953 ビル 大阪府大阪市 都市型商業店舗ビル 14,300

ジャスコ茅ヶ崎ショッピングセンター 神奈川県茅ヶ崎市 郊外型ショッピングセンター 8,300

博多リバレイン／イニミニマニモ 福岡県福岡市 都市型商業店舗ビル 12,618

イトーヨーカドー鳴海店 愛知県名古屋市 郊外型ショッピングセンター 8,540

南青山 8953 ビル 東京都港区 都市型商業店舗ビル 5,350

ならファミリー 奈良県奈良市 郊外型ショッピングセンター 31,241

あびこショッピングプラザ 千葉県我孫子市 郊外型ショッピングセンター 10,200

イトーヨーカドー八柱店 千葉県松戸市 郊外型ショッピングセンター 1,616

イトーヨーカドー上福岡東店 埼玉県ふじみ野市 郊外型ショッピングセンター 6,900

イトーヨーカドー錦町店 埼玉県蕨市 郊外型ショッピングセンター 13,212

代官山 8953 ビル 東京都渋谷区 都市型商業店舗ビル 1,235

原宿フェイス 8953 ビル 東京都渋谷区 都市型商業店舗ビル 2,770

イオン東浦ショッピングセンター 愛知県知多郡 郊外型ショッピングセンター 6,700

イオン香椎浜ショッピングセンター 福岡県福岡市 郊外型ショッピングセンター 13,300
イオン札幌苗穂ショッピングセンター 北海道札幌市 郊外型ショッピングセンター 9,260
エスキス表参道跡地 東京都渋谷区 都市型商業店舗用地 14,712

エスキス表参道アネックス 東京都渋谷区 都市型商業店舗ビル 860

イトーヨーカドー綱島店 神奈川県横浜市 郊外型ショッピングセンター 5,000

ビックカメラ立川店 東京都立川市 都市型商業店舗ビル 11,920

板橋サティ 東京都板橋区 郊外型ショッピングセンター 12,400

北青山 8953 ビル 東京都港区 都市型商業店舗ビル 989

イオン大和ショッピングセンター 神奈川県大和市 郊外型ショッピングセンター 16,823
西友ひばりヶ丘店 東京都西東京市 郊外型ショッピングセンター 6,100
戸畑サティ 福岡県北九州市 郊外型ショッピングセンター 6,290
ジャスコシティ高槻 大阪府高槻市 郊外型ショッピングセンター 11,700
自由が丘 8953 ビル 東京都目黒区 都市型商業店舗ビル 2,700
ワンダーシティ 愛知県名古屋市 郊外型ショッピングセンター 15,940

ジャスコシティ八事 愛知県名古屋市 郊外型ショッピングセンター 3,700

ジャスコ那覇店 沖縄県那覇市 郊外型ショッピングセンター 10,700

チアーズ銀座 東京都中央区 都市型商業店舗ビル 4,200

ジャスコシティ西大津 滋賀県大津市 郊外型ショッピングセンター 13,100

京都ファミリー 京都府京都市 郊外型ショッピングセンター 5,340

  既存物件合計 308,307

新規取得予定物件名 所在地 種類 

取得予定

価額 

（百万円）
東戸塚オーロラシティ 神奈川県横浜市 郊外型ショッピングセンター 50,500
ロックシティ大垣 岐阜県大垣市 郊外型ショッピングセンター 4,950
  新規取得予定物件合計 55,450

  
※１. 上記の他、次の不動産を信託する信託の受益権（受託者：三菱ＵＦＪ信託銀行）を運用資産とする匿名組合出資

を行っております。 
物件名称  ：（仮称）ダイヤモンドシティ鶴見ショッピングセンター 
出資金額  ：840 百万円 
営業者  ：有限会社コンパニア・フロール 

   工事竣工予定日 ：平成 18 年 12 月 
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３．財務諸表等 

（１）経理の状況 

Ａ 貸借対照表 

当  期 
(平成 18 年 2 月 28 日現在)

前  期 

(平成 17 年 8 月 31 日現在) 
増  減 

期    別 
 
科    目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 前期比 

資産の部 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ流動資産   
  現金及び預金 14,053,581 3,294,281  10,759,300 
  信託現金及び信託預金  9,747,804 9,126,964  620,840 
  営業未収入金 610,094 545,324  64,770 
  未収消費税等 23,018 757,167  △734,148 
  その他の流動資産 358,273 526,914  △168,640 

    流動資産合計 24,792,773 7.3 14,250,652 4.6 10,542,120 74.0

Ⅱ固定資産          ※１   
 1.有形固定資産        
   信託建物       117,886,080 110,878,753  7,007,326 

減価償却累計額 9,102,505 7,159,570  1,942,935 
   信託構築物      6,165,914 5,447,650  718,264 

減価償却累計額 695,187 535,349  159,838 
   信託機械及び装置 405,927 398,028  7,898 
  減価償却累計額 59,487 40,788  18,699 
   信託工具器具備品 1,210,145 1,119,151  90,994 

減価償却累計額 264,624 216,119  48,505 
   信託土地       188,740,076 179,611,104  9,128,972 

     有形固定資産合計 304,286,339 89.5 289,502,861 92.7 14,783,477 5.1

 2.無形固定資産   
信託借地権 6,103,876 4,165,710  1,938,166 

  信託その他無形固定資産 158,502 167,615  △9,113 

   無形固定資産合計 6,262,379 1.9 4,333,326 1.4 1,929,052 44.5

 3.投資その他の資産   
   信託差入敷金保証金 3,101,459 2,801,310  300,149 
   投資有価証券 839,910 849,220  △9,310 
   長期前払費用      135,948 134,747  1,201 
   繰延ヘッジ損失     33,229 125,214  △91,984 
   その他の投資その他の資産 240,032 206,063  33,968 

   投資その他の資産合計 4,350,579 1.3 4,116,555 1.3 234,023 5.7

     固定資産合計 314,899,297 92.7 297,952,743 95.4 16,946,553 5.7

Ⅲ繰延資産   
   創業費        13,924 27,848  △13,924 
   投資法人債発行費 138,705 118,559  20,146 

     繰延資産合計 152,629 0.0 146,407 0.0 6,222 4.2

資産合計 339,844,700 100.0 312,349,803 100.0 27,494,896 8.8
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当  期 

(平成 18 年 2 月 28 日現在)

前  期 

(平成 17 年 8 月 31 日現在)
増  減 

期    別 
 
科    目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 前期比 

負債の部 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ流動負債  
  営業未払金 821,214 765,881 55,333 
  短期借入金          ※２ 25,000,000 25,860,000 △860,000 
  未払金 11,259 66,235 △54,975 
  未払費用 666,122 605,800 60,322 
  未払法人税等 605 927 △322 
  前受金 1,011,514 1,007,978

  預り金 
 一年以内返還予定 
 信託預り敷金保証金 ※１ 

888,087

4,466,738

737,214

－

3,536 
150,872 

 
4,466,738 

  その他の流動負債 33,655 109,401 △75,745 

    流動負債合計 32,899,197 9.7 29,153,438 9.3 3,745,759 12.8

Ⅱ固定負債  
  投資法人債 45,000,000 35,000,000 10,000,000 
  長期借入金           14,170,000 14,170,000 － 
  信託預り敷金保証金 ※１ 61,389,578 67,056,445 △5,666,866 
  デリバティブ債務     33,229 125,214 △91,984 

    固定負債合計 120,592,808 35.5 116,351,659 37.3 4,241,148 3.6

負債合計 153,492,005 45.2 145,505,097 46.6 7,986,908 5.5

出資の部       ※４  
Ⅰ出資総額      ※３  
  出資総額 181,557,646 53.4 162,448,096 52.0 19,109,550 11.8
Ⅱ剰余金  
  当期未処分利益 4,795,048 4,396,610 398,438 
   剰余金合計 4,795,048 1.4 4,396,610 1.4 398,438 9.1

出資合計 186,352,695 54.8 166,844,706 53.4 19,507,988 11.7

負債・出資合計 339,844,700 100.0 312,349,803 100.0 27,494,896 8.8
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    

Ｂ 損益計算書 

当  期 前  期  

自 平成 17 年 9 月 1 日 自 平成 17 年 3 月 1 日 増  減 
至 平成 18 年 2 月 28 日 至 平成 17 年 8 月 31 日  

期  別

 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

経常損益の部 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ営業損益の部   
1.営業収益 13,046,876 100.0 12,225,558 100.0 821,317 6.7

    賃貸事業収入  ※１ 13,046,876 12,225,558  821,317 

2.営業費用 7,756,747 59.5 7,252,452 59.3 504,295 7.0
  賃貸事業費用  ※１ 6,496,441 6,080,183  416,258 
不動産等売却損 ※２ 16,245 －  16,245 
その他業務費用   
匿名組合分配損 9,310 2,284  7,025 

  資産運用報酬  ※３ 970,025 910,704  59,320 
  役員報酬 3,349 3,347  2 
  資産保管委託報酬 53,429 44,988  8,441 
  一般事務委託報酬 107,834 105,010  2,823 
  その他費用 100,111 105,933  △5,822 

営業利益 5,290,128 40.5 4,973,105 40.7 317,022 6.4

Ⅱ営業外損益の部   
1.営業外収益 9,267 0.1 3,242 0.0 6,024 185.8
   受取利息 68 63  5 
   その他営業外収益 9,198 3,178  6,019 

2.営業外費用 502,441 3.9 578,927 4.7 △76,485 △13.2
  支払利息 162,341 155,830  6,510 

投資法人債利息 205,099 205,721  △622 
  投資法人債発行費償却 39,597 29,639  9,957  
  融資関連費用 35,193 33,116  2,076 
  新投資口発行費 32,992 114,829  △81,837 
創業費償却 13,924 13,924  －  

  その他営業外費用 13,294 25,865  △12,570  

経常利益 4,796,953 36.8 4,397,420 36.0 399,533 9.1

税引前当期純利益 4,796,953 36.8 4,397,420 36.0 399,533 9.1

法人税その他の税の額 1,948 927  1,020 

法人税等調整額 － △16  16 
当期純利益 4,795,005 36.8 4,396,509 36.0 398,495 9.1
前期繰越利益 43 100  △56 

当期未処分利益 4,795,048 4,396,610  398,438 
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Ｃ 金銭の分配に係る計算書 

 （単位：円）

当 期 前 期 
自 平成 17 年 9 月 51 日 自 平成 17 年 3 月 51 日  

期 別 
 

項 目 至 平成 18 年 2 月 28 日 至 平成 17 年 8 月 31 日 
Ⅰ 当期未処分利益 4,795,048,906 4,396,610,101 
Ⅱ 分配金の額 4,794,959,202 4,396,566,460 
(投資口１口当たり分配金の額) (15,851) (15,730) 
Ⅲ 次期繰越利益 89,704 43,641 
分配金の額の算出方法 
 

当投資法人の規約第 26 条第 1
項第 2 号に定める「利益の全部を

金銭により投資主に分配する」旨

を基本方針とし、規約第 26 条第 2
項に定める利益を超えた金銭の

分配を行う場合、個人投資主が利

益を超える分配額に対してその

都度譲渡損益の算定を行うこと

が必要であることを踏まえ、投資

口１口当たりの分配金が１円未

満となる端数部分を除く当期未

処 分 利 益 の 全 額 で あ る

4,794,959,202 円を利益分配金と

して分配しております。 

当投資法人の規約第 26 条第 1
項第 2 号に定める「利益の全部を

金銭により投資主に分配する」旨

を基本方針とし、規約第 26 条第 2
項に定める利益を超えた金銭の

分配を行う場合、個人投資主が利

益を超える分配額に対してその

都度譲渡損益の算定を行うこと

が必要であることを踏まえ、投資

口１口当たりの分配金が１円未

満となる端数部分を除く当期未

処 分 利 益 の 全 額 で あ る

4,396,566,460 円を利益分配金と

して分配しております。 
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Ｄ キャッシュ・フロー計算書 

当 期 前 期 
自 平成 17 年 9 月 51 日 
至 平成 18 年 2 月 28 日 

自 平成 17 年 3 月 51 日 
至 平成 17 年 8 月 31 日 

期  別 

科  目 金  額（千円） 金  額（千円） 
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー   
 税引前当期純利益 4,796,953 4,397,420 
 減価償却費 2,472,272 2,305,947 
 創業費償却額 13,924 13,924 
 投資法人債発行費償却額 39,597 29,639 
 不動産等売却損 16,245 － 
 固定資産除却損 16,450 27,213 
 その他業務費用 9,310 2,284 
 受取利息 △68 △63 
 支払利息 367,440 361,551 
 営業未収入金の増加・減少額 △64,770 △68,525 
 未収消費税等の増加・減少額 734,148 △313,151 
 長期前払費用増加・減少額 △1,201 12,825 
 営業未払金の増加・減少額 55,333 136,987 
 未払金の増加・減少額 △55,328 △99,193 
 未払費用の増加・減少額 72,194 91,781 
 前受金の増加・減少額 3,536 126,113 
 預り金の増加・減少額  150,872 121,010 
 その他 92,894 △111,529 
 小  計 8,719,806 7,034,238 
 利息の受取額 68 63 
 利息の支払額 △379,312 △324,686 
 法人税等の支払額 △2,270 △1,024 
営業活動によるキャッシュ・フロー 8,338,291 6,708,590 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
 信託有形固定資産の取得による支出 △18,819,666 △65,069,971 
 信託有形固定資産の売却による収入 1,163,550 － 
 信託預り敷金保証金の支出 △3,292,064 △849,630 
 信託預り敷金保証金の収入 2,091,936 16,103,643 
 信託無形固定資産の取得による支出 △1,561,383 △488,619 
 信託差入敷金保証金の支出 △531,118 － 
 信託差入敷金保証金の収入 230,969 8,597 
 投資有価証券の取得による支出 － △851,505 
 その他の投資その他の資産の取得による支出 △33,968 － 
 その他の投資その他の資産の減少による収入 － 19,252 
投資活動によるキャッシュ・フロー △20,751,744 △51,128,233 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
 短期借入金の借入による収入 18,200,000 30,100,000 
 短期借入金の返済による支出 △19,060,000 △25,500,000 
 投資法人債の発行による収入 9,940,257 － 
 投資口の発行による収入 19,109,550 46,259,400 
 分配金の支払額 △4,396,213 △3,381,445 
財務活動によるキャッシュ・フロー 23,793,593 47,477,954 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少額 11,380,140 3,058,311 
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 12,421,246 9,362,934 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 23,801,386 12,421,246 
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〔重要な会計方針〕 
 期 別 

 
項 目 

当 期 
自 平成 17 年 9 月 51 日 
至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 
自 平成 17 年 3 月 51 日 
至 平成 17 年 8 月 31 日 
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有価証券 
同左 

 
 
 
 

１. 資産の評価基準及び評価

方法 
有価証券 

その他有価証券 
時価のないもの 
移動平均法による原価法を採用し

ております。なお、匿名組合契約出

資（証券取引法第 2 条第 2 項により

有価証券とみなされるもの）につい

ては、匿名組合の損益の純額に対す

る持分相当額を取り込む方法を採用

しております。 

 

２. 固定資産の減価償却の方

法 
 

① 有形固定資産  
定額法を採用しております。 
なお、主たる有形固定資産の耐用

年数は以下のとおりであります。 
   信託建物           2～39 年 
   信託構築物         2～60 年 
   信託機械及び装置   3～17 年 
   信託工具器具備品   2～39 年 
② 信託その他無形固定資産 
   定額法を採用しております。 
③ 長期前払費用 
   定額法を採用しております。 

① 有形固定資産  
  同左 

 
 
  
  
  
  
② 信託その他無形固定資産 

 同左 
③ 長期前払費用 

 同左 
３．繰延資産の処理方法 ①創業費 

5 年間で均等額を償却しておりま

す。 
②投資法人債発行費 

3 年間で均等額を償却しておりま

す。 

①創業費 
同左 
 

②投資法人債発行費 
同左 

４．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 
保有する不動産にかかる固定資

産税、都市計画税及び償却資産税等

については、賦課決定された税額の

うち当該決算期間に対応する額を

賃貸事業費用として費用処理する

方法を採用しております。 
なお、不動産又は不動産を信託財

産とする信託受益権の取得に伴い、

当投資法人が負担すべき初年度の

固定資産税相当額については、費用

に計上せず当該不動産の取得原価

に算入しております。当期において

不動産等の取得原価に算入した固

定資産税相当額は 35,262 千円であ

ります。 

固定資産税等の処理方法 
同左 

 
 
 

 
 

なお、不動産又は不動産を信託財

産とする信託受益権の取得に伴い、

当投資法人が負担すべき初年度の

固定資産税相当額については、費用

に計上せず当該不動産の取得原価

に算入しております。当期において

不動産等の取得原価に算入した固

定資産税相当額は 539,901 千円であ

ります。 
   
  

 
 



   
 期 別 

 
項 目 

当 期 
自 平成 17 年 9 月 51 日 
至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 
自 平成 17 年 3 月 51 日 
至 平成 17 年 8 月 31 日 
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５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

 同左 

６．ヘッジ会計の方法 ① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方

法 
繰延ヘッジ処理によっており

ます。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 
金利スワップ取引 
ヘッジ対象 
  借入金金利 

③ ヘッジ方針 
当投資法人はリスク管理基本

方針にもとづき投資法人規約に

規定するリスクをヘッジする目

的でデリバティブ取引を行って

おります。 
④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の時

価変動の相関関係を求めること

により有効性の評価を行ってお

ります。 

①  繰延ヘッジ等のヘッジ会計の

方法 
同左 

 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 
同左 

ヘッジ対象 
同左 

③ ヘッジ方針 
同左 

 
 
 
 
④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及

び現金同等物）の範囲 

キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金及び信託現金、随時引き出

し可能な預金及び信託預金並びに

容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から 3 ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

①不動産等を信託財産とする信託

受益権に関する会計処理方法 
保有する不動産等を信託財産と

する信託受益権につきましては、信

託財産内の全ての資産及び負債勘

定並びに信託財産に生じた全ての

収益及び費用勘定について、貸借対

照表及び損益計算書の該当勘定科

目に計上しております。 
なお、該当勘定科目に計上した信

託財産のうち重要性がある下記の

科目については、貸借対照表にお 

①不動産等を信託財産とする信託

受益権に関する会計処理方法 
同左 



 
   

 期 別 
 
項 目 

当 期 
自 平成 17 年 9 月 51 日 
至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 
自 平成 17 年 3 月 51 日 

 至 平成 17 年 8 月 31 日 
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 いて区分掲記することとしておりま

す。 
(1)信託現金及び信託預金 
(2)信託建物、信託構築物、信託機

械及び装置、信託工具器具備品、

信託土地 

 

 (3)信託借地権 
(4)信託その他無形固定資産 
(5)信託差入敷金保証金 
(6)信託預り敷金保証金 

 

 

 ②新投資口発行費 
支出時に全額費用として処理

しております。 
なお、平成 17 年 9 月 14 日付一

般募集による新投資口の発行は、

引受証券会社が発行価額で引受を

行い、これを発行価額と異なる募

集価額で一般投資家に販売する買

取引受契約（「スプレッド方式」と

いう。）によっております。 
 「スプレッド方式」では、募集

価額と発行価額との差額は、引受

証券会社の手取金であり、引受証

券会社に対する事実上の引受手

数料となることから、当投資法人

から引受証券会社への引受手数

料の支払いはありません。平成

17 年 9 月 14 日付一般募集による

新投資口発行に際し、募集価額と

発行価額との差額の総額は、

700,350 千円であり、引受証券会

社が発行価額で引受を行い、同一

の募集価額で一般投資家に販売

する買取引受契約（「従来方式」

という。）による新投資口発行で

あれば、新投資口発行費として処

理されていたものです。 
 このため、「スプレッド方式」

では、「従来方式」に比べ、新投

資口発行費は、700,350 千円少な

く計上され、また経常利益及び税

引前当期純利益は同額多く計上

されております。 

②新投資口発行費 
 同左 
 

なお、平成 17 年 3 月 8 日付一般

募集による新投資口の発行は、引

受証券会社が発行価額で引受を行

い、これを発行価額と異なる募集

価額で一般投資家に販売する買取

引受契約（「スプレッド方式」とい

う。）によっております。 
 「スプレッド方式」では、募集

価額と発行価額との差額は、引受

証券会社の手取金であり、引受証

券会社に対する事実上の引受手

数料となることから、当投資法人

から引受証券会社への引受手数

料の支払いはありません。平成

17 年 3 月 8 日付一般募集による

新投資口発行に際し、募集価額と

発行価額との差額の総額は、

1,551,760 千円であり、引受証券

会社が発行価額で引受を行い、同

一の募集価額で一般投資家に販

売する買取引受契約（「従来方式」

という。）による新投資口発行で

あれば、新投資口発行費として処

理されていたものです。 
  このため、「スプレッド方式」

では、「従来方式」に比べ、新投

資口発行費は、1,551,760 千円少

なく計上され、また経常利益及び

税引前当期純利益は同額多く計

上されております。 
 
 



 
 期 別 

 
項 目 

当 期 
自 平成 17 年 9 月 51 日 
至 平成 18 年 2 月 28 日 

前  期 
自 平成 17 年 3 月 51 日 
至 平成 17 年 8 月 31 日 

 ③固定資産の減損に係る会計基準 
 

 

③ 固定資産の減損に係る会計基準 
固定資産の減損にかかる会計

基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設置に関する意見書」

（企業会計審議 平成 14 年 8 月

9 日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第 6 号 平
成 15 年 10 月 31 日）が平成 16
年 3月 31日に終了する会計年度

に係る財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、前会

計年度から同会計基準及び同適

用指針を適用しております。 
 

 ④ 消費税等の処理方法 
消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 
 

④ 消費税等の処理方法 
 同左 

 ⑤ 匿名組合に関する会計処理 
匿名組合出資は、貸借対照表

上、投資有価証券勘定で処理し

ております。匿名組合の損益の

取込みについては、投資有価証

券を相手勘定として損益の純額

に対する持分相当額をその他業

務収益費用として会計処理して

おります。 
 

⑤ 匿名組合に関する会計処理 
同左 

 
 
 

〔表示方法の変更〕 
 

 

当 期 

自 平成 17 年 9 月 1 日 

至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

自 平成 17 年 3 月   1 日 

至 平成 17 年 8 月 31 日 

（貸借対照表） 
前期まで固定負債の「信託預り敷金保証金」に含め

て表示しておりました「一年以内返還予定信託預り

敷金保証金」は、重要性が増したため区分掲記しま

した。 
 なお、前期の「信託預り敷金保証金」に含まれて

いる「一年以内返還予定信託預り敷金保証金」の金

額は 3,389,139 千円であります。 
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〔注記事項〕 
（貸借対照表関係） 

当  期 
（平成 18 年 2 月 28 日現在） 

前  期 
（平成 17 年 8 月 31 日現在） 

※1．担保に供している資産及び担保を付している債務 ※1．担保に供している資産及び担保を付している債務

担保に供している資産は次のとおりです。 
（単位：千円）

担保に供している資産は次のとおりです。 
（単位：千円）

    
信託建物 54,683,298 信託建物 47,464,298 
信託構築物 3,123,036 信託構築物 2,489,817 
信託機械及び装置 90,314 信託機械及び装置 86,492 
信託工具器具備品 262,676 信託工具器具備品 169,859 

 信託土地 80,186,519   信託土地  73,082,112 
 合 計  138,345,845  合 計  123,292,581 

  
担保を付している債務は次のとおりです。 

（単位：千円）

担保を付している債務は次のとおりです。 
（単位：千円）

    
 信託預り敷金保証金  51,636,856  信託預り敷金保証金  51,829,024 
 合 計  51,636,856  合 計  51,829,024 
 

なお、株式会社アイテックスの従業員に対する退職金

支払債務を担保するため、土地の一部に根抵当権（極度

額 350,000 千円）が設定されておりますが、これらは上

記の担保に供している資産に含まれております。 
 

 
なお、株式会社アイテックスの従業員に対する退職

金支払債務を担保するため、土地の一部に根抵当権（極

度額 350,000 千円）が設定されておりますが、これら

は上記の担保に供している資産に含まれております。
 

※２．バックアップファシリティ契約等 
  当投資法人は、取引銀行とバックアップファシリティ

契約、コミットメント・ライン設定契約及びクレジット・

ファシリティ契約を締結しております。当該事業年度末

における、これら契約に基づく当期末借入残高は次のと

おりです。 

※２．バックアップファシリティ契約等 
  当投資法人は、取引銀行の 6 行とバックアップファ

シリティ契約、コミットメント・ライン設定契約及び

クレジット・ファシリティ契約を締結しております。

当該事業年度末における、これら契約に基づく当期末

借入残高は次のとおりです。 
バックアップファシリティ、コミットメント・ライン

及びクレジット・ファシリティの総額 
93,800,000 千円

バックアップファシリティ、コミットメント・ライ

ン及びクレジット・ファシリティの総額 
83,800,000 千円

 借入実行残高     25,000,000 千円  借入実行残高  25,860,000 千円

 差引額  68,800,000 千円  差引額  57,940,000 千円

※３．発行する投資口の総数及び発行済投資口数 ※３．発行する投資口の総数及び発行済投資口数 

発行する投資口の総数 2,000,000 口 発行する投資口の総数 2,000,000 口 

   発行済投資口数 302,502 口 発行済投資口数 279,502 口 

※４．投資信託及び投資法人に関する

法律第 67条第 6項に定める最低純

資産額 

 
 

50,000 千円 

※４．投資信託及び投資法人に関す

る法律第 67条第 6項に定める最

低純資産額 

 
 

50,000 千円 
 
 
 
 



（損益計算書関係） 
当 期 

自 平成 17 年 9 月 51 日 
至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 
自 平成 17 年 3 月 51 日 
至 平成 17 年 8 月 31 日 

※１．不動産賃貸事業損益の内訳 
（単位：千円）

※１．不動産賃貸事業損益の内訳 
（単位：千円）

A.不動産賃貸事業収益 A.不動産賃貸事業収益 
 賃貸事業収入 賃貸事業収入 
  賃料及び駐車場使用料収入 11,982,365   賃料及び駐車場使用料収入 11,067,892 
  受取水道光熱費 544,229   受取水道光熱費 543,380 
  その他賃料収入 520,281   その他賃料収入 614,284 
 不動産賃貸事業収益合計 13,046,876  不動産賃貸事業収益合計 12,225,558 
B.不動産賃貸事業費用 B.不動産賃貸事業費用  
 賃貸事業費用 賃貸事業費用 
  プロパティ・マネジメント報酬 501,601   プロパティ・マネジメント報酬 463,265 

  建物管理委託費 519,191   建物管理委託費 476,649 
  水道光熱費 704,023   水道光熱費 705,141 
  公租公課 912,496   公租公課 910,036 
  修繕費 194,056   修繕費 121,130 
  保険料 50,952   保険料 48,088 
  信託報酬 98,799   信託報酬 91,405 
  支払賃料 630,323   支払賃料 571,111 
  その他賃貸事業費用 396,382   その他賃貸事業費用 360,217 
  減価償却費 2,472,162   減価償却費 2,305,922 
  固定資産除却損 16,450   固定資産除却損 27,213 
  不動産賃貸事業費用合計 6,496,441   不動産賃貸事業費用合計 6,080,183 
C.不動産賃貸事業損益(A-B) 6,550,434 C.不動産賃貸事業損益(A-B) 6,145,375 
  
※２．不動産等売却損の内訳    
 （単位：千円）   
 エスキス表参道    

借地権設定収入 2,150,000   
不動産等売却原価 1,179,796   
その他売却費用 986,449   

   不動産等売却損 16,245   
   
※３． 
資産運用会社（三菱商事・ユービーエス・リアルテ

ィ株式会社）に対するものです。その他、同社に対

し、資産取得報酬 147,520 千円を計上し、不動産等

の取得原価に算入しております。なお、これらの報

酬額は規約に定められた条件によっており、期末時

点の同社に対する未払金は 527,923千円であります。

また、同社は平成 18 年 2 月 28 日現在、投資口 700
口を保有しております。 

※３． 
資産運用会社（三菱商事・ユービーエス・リアルテ

ィ株式会社）に対するものです。その他、同社に対

し、資産取得報酬 497,040 千円を計上し、不動産等

の取得原価に算入しております。なお、これらの報

酬額は規約に定められた条件によっており、期末時

点の同社に対する未払金は 531,274 千円であります。

た、同社は本投資法人が行った平成 17 年 3 月 8 日 
の公募増資に際し、投資口 100 口（79,870 千円）の

取得を行い平成 17 年 8 月 31 日現在、投資口 700 口

を保有しております。 
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（キャッシュ・フロー計算書関係）                              （単位：千円） 

当 期 前  期 
自 平成 17 年 9 月 51 日 
至 平成 18 年 2 月 28 日 

自 平成 17 年 3 月 51 日 
至 平成 17 年 8 月 31 日 

1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 
1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 
（平成 18 年 2 月 28 日現在） （平成 17 年 8 月 31 日現在）

現金及び預金 14,053,581 現金及び預金 3,294,281
信託現金及び信託預金 9,747,804 信託現金及び信託預金 9,126,964

   現金及び現金同等物 23,801,386 現金及び現金同等物 12,421,246
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（リース取引関係） 

当 期 

自 平成 17 年 9 月 51 日 

至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

自 平成 17 年 3 月 51 日 

至 平成 17 年 8 月 31 日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側) 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
（単位：千円）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側) 
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 
（単位：千円）

  取 得 価 額

相当額 
減価償却累

計額相当額 
期末残高

相当額 
  取 得 価 額

相当額 
減価償却累

計額相当額 
期末残高

相当額 

 信託工具

器具備品 
97,205 48,759 48,445

 信託工具

器具備品
56,312 42,253 14,058

 信託機械

及び装置 
63,396 27,002 36,394

信託機械

及び装置
― ― ―

 合計 160,601 75,761 84,839 合計 56,312 42,253 14,058
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 
(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額  

１年内 26,017 千円 １年内 7,854 千円

１年超 58,821 千円 １年超 6,204 千円

     合計 84,839 千円       合計 14,058 千円  
(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 8,705 千円 支払リース料 6,864 千円

  減価償却費相当額 8,705 千円   減価償却費相当額  6,864 千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 
２．オペレーティング・リース取引（貸主側） ２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 

未経過リース料        （単位：千円）   未経過リース料        （単位：千円） 
1 年以内               17,467,464 1 年以内               16,601,566 
1 年超   129,744,265 1 年超   130,145,180

 合計  147,211,729  合計  146,746,746
      



（有価証券関係) 
当 期 

自 平成 17 年 9 月 51 日 

至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

自 平成 17 年 3 月 51 日 

至 平成 17 年 8 月 31 日 

  

時価評価されていない有価証券 
 区分 貸借対照表計上額 

 匿名組合出資 839,910 千円 

  

時価評価されていない有価証券 

区分 貸借対照表計上額 

匿名組合出資 849,220 千円  
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（デリバティブ取引関係） 

当 期 

自 平成 17 年 9 月 51 日 

至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

自 平成 17 年 3 月 51 日 

至 平成 17 年 8 月 31 日 

１． 取引の内容 

本投資法人の利用しているデリバティブ取引は、金

利関連では金利スワップ取引であります。 

２． 取引に対する取組方針 

  本投資法人のデリバティブ取引は、将来の金利の変

動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

３． 取引の利用目的 

  本投資法人のデリバティブ取引は、金利関連では借

入金利等の将来の金利市場における利率上昇による

変動リスクを回避する目的で利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用しているヘッジ会計

を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

 借入金金利 

③ ヘッジ方針 

 本投資法人はリスク管理基本方針に基づき投資

法人規約に規程するリスクをヘッジする目的でデ

リバティブを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動の相関関係を

求めることにより有効性の評価を行っております。 
４．取引に係るリスクの内容 

  金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスク

を有しております。 

なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため、信用リスクはほとんどないと認識して

おります。 

５．取引に係るリスク管理体制 

 資産運用会社の運用管理手続に基づき、リスク管理

を行っております。 

 

同左 
 



 
（退職給付関係） 

当 期 

自 平成 17 年 9 月 51 日 

至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

自 平成 17 年 3 月 51 日 

至 平成 17 年 8 月 31 日 

本投資法人は、退職給付制度がありませんので、該当

事項はありません。 
同左 
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（税効果会計関係） 
当 期 

自 平成 17 年 9 月 51 日 

至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

自 平成 17 年 3 月 51 日 

至 平成 17 年 8 月 31 日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別内訳 
（単位：千円）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別内訳 
（単位：千円）

（繰延税金資産）  （繰延税金資産）  
 未払事業税損金不算入額 16  未払事業税損金不算入額 16 
 繰延税金資産合計 16  繰延税金資産合計 16 
（繰延税金資産の純額） 16 （繰延税金資産の純額） 16 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間

に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 
（単位：％）

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 
（単位：％）

法定実効税率 39.39 法定実効税率 39.39
（調整）  （調整）  
 支払分配金の損金算入額 △39.37 支払分配金の損金算入額 △39.38
 その他 0.02 その他 0.01
 税効果会計適用後の法人税等の負担率  0.04 税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.02
   

 
 

（持分法損益等） 
当 期 

 自 平成 17 年 9 月 51 日 

 至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

自 平成 17 年 3 月 51 日 

至 平成 17 年 8 月 31 日 

本投資法人には関連会社は一切存在せず、該当事項は

ありません。 
同左 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（関連当事者との取引） 
当 期 

 自 平成 17 年 9 月 51 日 

 至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

自 平成 17 年 3 月 51 日 

至 平成 17 年 8 月 31 日 

1. 親会社及び法人主要株主等 1. 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。  同左 

2. 役員及び個人主要株主等 2. 役員及び個人主要株主等 

 本投資法人の執行役員である廣本裕一（本投資

法人の議決権等を有しておりません。）が、代

表取締役を兼務する資産運用会社（三菱商事・

ユービーエス・リアルティ株式会社）との取引

は、損益計算書に注記しております。 

 同左 

3. 子会社等 3. 子会社等 

 当社が出資する子会社等は一切存在せず、該当

事項はありません。 

 同左 

4. 兄弟会社等 4. 兄弟会社等 

 該当事項はありません。  同左 
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（投資口１口当たり情報） 

当 期 

 自 平成 17 年 9 月 51 日 

 至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

 自 平成 17 年 3 月 51 日 

 至 平成 17 年 8 月 31 日 

１口当たり純資産額 616,037 円 １口当たり純資産額 596,935 円 

１口当たり当期純利益 15,851 円 １口当たり当期純利益 15,729 円 
1 口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重

平均投資口数で除することにより算定しておりま

す。なお期中に新投資口の追加発行を行っておりま

すが、当該新投資口に対する金銭の分配の起算日

（平成 17年 9 月 1日、期首）に追加発行があった

ものとして加重平均投資口数を算出しております。 
また、潜在投資口調整後 1口当り当期純利益金額

については、転換社債、新株引受権付社債及び新株

予約権付社債がないため記載しておりません。 

1 口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加

重平均投資口数で除することにより算定してお

ります。なお期中に新投資口の追加発行を行って

おりますが、当該新投資口に対する金銭の分配の

起算日（平成 17 年 3月 1日、期首）に追加発行

があったものとして加重平均投資口数を算出し

ております。 
また、潜在投資口調整後 1口当り当期純利益金

額については、転換社債、新株引受権付社債及び

新株予約権付社債がないため記載しておりませ

ん。 

 
 
    (注) 1 口当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 当 期 

自 平成 17 年 9 月 51 日 

 至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

自 平成 17 年 3 月 51 日 

 至 平成 17 年 8 月 31 日 

当期純利益(千円) 4,795,005 4,396,509
普通投資主に帰属しない金額(千円) － －

普通投資口に係る当期純利益(千円) 4,795,005 4,396,509
期中平均投資口数(口) 302,502 279,502

 
 
 
 



（重要な後発事象） 
当 期 

自 平成 17 年 9 月 51 日 

至 平成 18 年 2 月 28 日 

前 期 

自 平成 17 年 3 月 51 日 

至 平成 17 年 8 月 31 日 

１．資産の取得について 
  規約に定める資産運用の基本方針及び投資態度

に基づき、平成 18 年 3 月 24 日付にて以下のとお

り資産を取得致しました。 
 
【東戸塚オーロラシティ】 
 所在地  ：神奈川県横浜市 
 種類   ：店舗・駐車場 
 取得価額 ：50,500 百万円 
 取得日  ：平成 18 年 3 月 24 日 
 資産の種類：不動産（土地建物所有権）を信託す

る信託受益権 
 信託受託者：中央三井信託銀行株式会社 
 信託期間 ：平成 18 年 3 月 24 日から 

平成 28 年 3 月 31 日まで 
 
２． 資金の借入について 

借入先   ：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、三

菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、中央

三井信託銀行株式会社、住友信託

銀行株式会社、株式会社あおぞら

銀行 
借入金額  ：47,400 百万円 
金利    ：0.44818％ 
借入日   ：平成 18 年 3 月 24 日 
元本返済日 ：平成 18 年 5 月 31 日 
元本返済方法：元本返済日に一括返済 
担保の有無 ：無担保・無保証 
資金使途  ：「東戸塚オーロラシティ」を信託財

産とする不動産信託受益権の購入

資金に充てるため。 
 

３． 賃料減額訴訟について(東戸塚オーロラシティ)
内容 ：平成 15 年に、賃借人である株式会社西武

百貨店及び株式会社ダイエーから各々平

成 15年 6月及び同年 11月以降の賃料に関

して、前所有者に対して賃料減額訴訟が提

起され、現在も係争中です。本物件の取得

後、新賃貸人となった受託信託銀行の中央

三井信託銀行が訴訟及びそれに係る一切

の権利、義務を承継し、前所有者は訴訟か

ら離脱しております。 
 
 
       

１．新投資口の発行 
平成 17 年 9 月 5 日及び平成 17 年 9 月 6 日

開催の役員会において、以下のとおり新投資口

の発行を決議し、平成 17 年 9 月 14 日に払込が

完了いたしました。発行条件は以下のとおりと

なっております。また、これらの新投資口の発

行により、平成 17 年 9 月 14 日付の出資総額は

181,557,646,160 円、発行済投資口の総数は

302,502 口となっております。 
 
 

【公募による新投資証券の発行】 
<日本国内及び欧州を中心とする海外市場（た

だし、米国においては米国証券法ルール 144A
に定める適格機関投資家への私募のみとする）

における募集> 
発行新投資口数  ：23,000 口(国内 11,600 口、

          海外 11,400 口)   
発行価格(募集価格) ：1 口当たり 861,300 円 
発行価格の総額   ：19,809,900,000 円 
発行価額(引受価額) ：1 口当たり 830,850 円 
発行価額の総額    ：19,109,550,000 円 
払込期日          ：平成 17 年 9 月 14 日 
投資証券交付日    ：平成 17 年 9 月 14 日 
分配金起算日      ：平成 17 年 9 月 1 日 
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（２）発行済投資口数の増減 

   当期並びに前期以前の増資等の概要は以下のとおりです。 
発行済投資口数（口） 出資金総額（百万円） 

年月日 摘 要 
増減 残高 増減 残高 

備   考 

平成 13 年 9 月 14 日 私募設立 400 400 200 200 注 1 

平成 14 年 3 月 12 日 公募増資 52,000 52,400 23,462 23,662 注 2 

平成 15 年 3 月 4 日 公募増資 95,000 147,400 47,697 71,360 注 3 

平成 15 年 3 月 26 日 
第三者 
割当増資 

5,102 152,502 2,561 73,921 注 4 

平成 16 年 3 月 2 日 公募増資 67,000 219,502 42,267 116,188 注 5 

平成 17 年 3 月 8 日 公募増資 56,000 275,502 43,175 159,364 注 6 

平成 17 年 3 月 29 日 
第三者 
割当増資 

4,000 279,502 3,083 162,448 注 7 

平成 17 年 9 月 14 日 公募増資 23,000 302,502 19,109 181,557 注 8 

注1. 1 口当たり発行価格 500,000 円にて当投資法人が設立されました。 
注2. 1 口当たり発行価格 470,000 円（発行価額 451,200 円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする公募新投

資口を発行いたしました。 
注3. 1 口当たり発行価格 521,228 円（発行価額 502,080 円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする公募新投

資口を発行いたしました。 
注4. 1 口当たり発行価額 502,080 円にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする第三者割当による新投資口を発

行いたしました。 
注5. 1 口当たり発行価格 654,910 円（発行価額 630,852 円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする公募新投

資口を発行いたしました。 
注6. 1 口当たり発行価格 798,700 円（発行価額 770,990 円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする公募新投

資口を発行いたしました。 
注7. 1 口当たり発行価額 770,990 円にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする第三者割当による新投資口を発

行いたしました。 
注8. 1 口当たり発行価格 861,300 円（発行価額 830,850 円）にて、短期借入金の返済等を目的とする公募新投資口を発

行いたしました。 
 

４. 役員の異動 

該当事項はありません。 
 

５. 参考情報 

（１） 当投資法人の財産の構成 

  
当期 

平成 18 年 2 月 28 日現在 
前期 

平成 17 年 8 月 31 日現在 
資産の種類 地域等 保有総額 対総資産比率 保有総額 対総資産比率

 百万円 ％ 百万円 ％

東京及び東京周辺都市部 136,283 40.1 137,683 44.1
大阪・名古屋及び同地域周辺都市部 111,852 32.9 93,176 29.8

信託不動産 

その他の政令都市及びその周辺部 62,411 18.4 62,976 20.2
小 計 310,547 91.4 293,836 94.1

匿名組合出資 839 0.2 849 0.3
預金・その他の資産 28,457 8.4 17,664 5.6
資産総額計 339,844 100.0 312,349 100.0

注. 保有総額は、期末日時点の貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっております。 
 
 



 
25 

（２）保有資産の概要   
 

平成 18 年 2 月 28 日現在、当投資法人が保有する主要な資産の概要は以下のとおりです。 

不動産等の名称 帳簿価額 
組入れ

物件数

賃貸可能 
面    積  

（注 3） 

賃貸面積 
（注 4） 

稼働率

(注 1) 

対総賃貸事業 
収入比率 

(注 1) 
主たる用途 

 百万円 件 ㎡ ㎡ % ％  
仙台中山 

ショッピングセンター 
（信託受益権） 

9,835 1 46,248.96 46,248.96 100.0 3.4 商業施設 

エスパ川崎 
（信託受益権） 9,660 1 56,891.15 56,891.15 100.0 2.7 商業施設 

大阪心斎橋 8953 ビル 
（信託受益権） 

13,872 1 13,666.96 13,666.96 100.0 3.1 商業施設 

ジャスコ茅ヶ崎 
ショッピングセンター 

（信託受益権） 
7,968 1 63,652.33 63,652.33 100.0 2.1 商業施設 

博多リバレイン / イニ

ミニマニモ 
（信託受益権） 

12,760 1 25,742.72 24,930.40 96.8 8.5 商業施設 

イトーヨーカドー 
鳴海店 

（信託受益権） 
8,269 1 50,437.91 50,437.91 100.0 2.5 商業施設 

南青山 8953 ビル 
（信託受益権） 

5,375 1 1,540.98 1,540.98 100.0 1.3 商業施設 

ならファミリー 
（信託受益権） 

31,616 1 85,343.38 84,808.74 99.4 16.5 商業施設 

あびこショッピング 
プラザ 

（信託受益権） 
10,800 1 44,333.65 44,333.65 100.0 6.1 商業施設 

イトーヨーカドー 
八柱店 

（信託受益権） 
1,628 1 21,581.65 21,581.65 100.0 0.6 商業施設 

イトーヨーカドー 
上福岡東店 

（信託受益権） 
6,823 1 28,316.18 28,316.18 100.0 2.0 商業施設 

イトーヨーカドー 
錦町店 

（信託受益権） 
13,044 1 73,438.52 73,438.52 100.0 3.4 商業施設 

代官山 8953 ビル 
（信託受益権） 

1,268 1 574.46 574.46 100.0 0.3 商業施設 

原宿フェイス 8953 ビル 
（信託受益権） 

2,781 1 1,477.62 1,477.62 100.0 0.7 商業施設 

イオン東浦 
ショッピングセンター 

（信託受益権） 
6,599 1 100,457.69 100,457.69 100.0 2.9 商業施設 

イオン香椎浜 
ショッピングセンター 

（信託受益権） 
13,434 1 109,616.72 109,616.72 100.0 3.7 商業施設 

イオン札幌苗穂 
ショッピングセンター 

（信託受益権） 
8,939 1 74,625.52 74,625.52 100.0 2.9 商業施設 

エスキス表参道跡地 
（信託受益権） 

14,901 2 1,768.78 1,768.78 100.0 2.2 商業施設 

エスキス表参道 
アネックス 

（信託受益権） 
892 1 540.78 540.78 100.0 0.2 商業施設 
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不動産等の名称 帳簿価額 
組入れ

物件数

賃貸可能 
面    積  

（注 3） 

賃貸面積 
（注 4） 

稼働率

(注 1) 

対総賃貸事業 
収入比率 

(注 1) 
主たる用途 

 百万円 件 ㎡ ㎡ % ％  
イトーヨーカドー 

綱島店 
（信託受益権） 

5,129 1 16,549.50 16,549.50 100.0 1.4 商業施設 

ビックカメラ立川店 
（信託受益権） 

12,275 1 20,983.43 20,983.43 100.0 3.0 商業施設 

板橋サティ 
（信託受益権） 

12,654 1 72,253.88 72,253.88 100.0 4.8 商業施設 

北青山 8953 ビル 
（信託受益権） 

1,011 1 492.69 492.69 100.0 0.3 商業施設 

イオン大和ショッピング

センター 
（信託受益権） 

17,113 1 85,226.68 85,226.68 100.0 4.1 商業施設 

西友ひばりヶ丘店 
（信託受益権） 6,006 1 19,070.88 19,070.88 100.0     2.0 商業施設 
戸畑サティ 

（信託受益権） 6,360 1 93,258.23 93,258.23 100.0 2.4 商業施設 
ジャスコシティ高槻 
（信託受益権） 11,712 1 77,267.23 77,267.23 100.0 3.1 商業施設 

自由が丘 8953 ビル 
（信託受益権） 2,713 2 1,814.10 1,635.21 90.1 0.7 商業施設 
ワンダーシティ 
（信託受益権） 16,518 1 72,317.28 72,317.28 100.0 5.0 商業施設 

ジャスコシティ八事 

（信託受益権） 
3,968 1 63,778.44 63,778.44 100.0 1.3 商業施設 

ジャスコ那覇店 

（信託受益権） 
11,080 1 79,090.48 79,090.48 100.0 3.0 商業施設 

チアーズ銀座 

（信託受益権） 
4,232 1 1,686.58 1,686.58 100.0 0.8 商業施設 

ジャスコシティ西大津 

（信託受益権） 
13,645 1 62,717.26 62,717.26 100.0 1.1 商業施設 

京都ファミリー 

（信託受益権） 
5,650 1 25,603.95 25,554.00 99.8 1.9 商業施設 

合 計（注２） 310,547 36 1,492,366.57 1,490,790.77 99.9 100.0 

注 1. 稼働率（当該計算期間末の賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合）及び対総賃貸事業収入比率は、小数点第    

二位を四捨五入しております。 
注 2.  稼働率合計は、当該計算期間末の総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合を表し、小数点第二位を四捨五  

入しております。 
注 3. 「賃貸可能面積」は、物件毎の店舗・事務所等を用途とする建物に係る総賃貸可能面積を意味し、倉庫及び土地（平

面駐車場）の賃貸可能面積を含まず、賃貸借契約書及び当該物件の図面に表示されているものを記載しております。 
なお、エスキス表参道跡地の賃貸可能面積には、登記簿上の面積を記載しております。 

注４. 「賃貸面積」は、物件毎の店舗・事務所等を用途とする建物に係る総賃貸面積を意味し、倉庫及び土地（平面駐車

場）の賃貸面積を含まず、賃貸借契約書に表示されているものを記載しております。 
なお、エスキス表参道跡地の賃貸面積には、登記簿上の面積を記載しております。 

注 5. 上記の他、次の不動産を信託する信託の受益権（受託者：三菱ＵＦＪ信託銀行）を運用資産とする匿名組合出資  

を行っております。 
物件名称  ：（仮称）ダイヤモンドシティ鶴見ショッピングセンター 
出資金額  ：840 百万円 
営業者  ：有限会社コンパニア・フロール 

   工事竣工予定日 ：平成 18 年 12 月 
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また、平成 18 年 2 月 28 日現在、当投資法人が保有する商業施設（不動産を主な信託財産とする信託受益権）

は以下のとおりです。 
 

不動産等の名称 
所 在 地 

（住居表示） 
所有形態 

賃貸可能 

面積 

（注 3） 

期末算定

価額 

（注 2） 

帳簿価額 

    ㎡ 百万円 百万円

 
仙台中山 

ショッピングセンター 
宮城県仙台市泉区南中山一丁目 35
番 40 号、57 号、5 号 

不動産信託

受益権 
46,248.96 11,800 9,835

 エスパ川崎 
神奈川県川崎市川崎区小田栄二丁

目 1 番、2 番 
不動産信託

受益権 
56,891.15 11,100 9,660

 大阪心斎橋 8953 ビル 
大阪府大阪市中央区南船場三丁目 4
番 12 号 

不動産信託

受益権 
13,666.96 14,600 13,872

 
ジャスコ茅ヶ崎 

ショッピングセンター 

神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎三丁目 5番
16 号 

不動産信託

受益権 63,652.33 8,220 7,968

 
博多リバレイン / 
イニミニマニモ 

福岡県福岡市博多区下川端町 3 番 1
号 

不動産信託

受益権 
25,742.72 13,200 12,760

 
イトーヨーカドー 

鳴海店 
愛知県名古屋市緑区浦里三丁目 232

不動産信託

受益権 
50,437.91 8,730 8,269

 南青山 8953 ビル 東京都港区南青山五丁目 8 番 5 号 
不動産信託

受益権 
1,540.98 5,620 5,375

 ならファミリー 
奈良県奈良市西大寺東町二丁目 4番
1 号 

不動産信託

受益権 
85,343.38 33,800 31,616

 
あびこショッピング 

プラザ 

千葉県我孫子市我孫子字北飯塚 142
番 1 他 

不動産信託

受益権 
44,333.65 13,400 10,800

 
イトーヨーカドー 

八柱店 
千葉県松戸市日暮一丁目 15 番 8 他

不動産信託

受益権 
21,581.65 1,970 1,628

 
イトーヨーカドー 

上福岡東店 

埼玉県ふじみ野市大原二丁目 1 番

30 号（注 4） 
不動産信託

受益権 
28,316.18 7,530 6,823

 
イトーヨーカドー 

錦町店 
埼玉県蕨市錦町一丁目 12 番 1 号 

不動産信託

受益権 
73,438.52 14,500 13,044

 代官山 8953 ビル 
東京都渋谷区恵比寿西一丁目 35 番

17 号 
不動産信託

受益権 
574.46 1,390 1,268

 原宿フェイス 8953 ビル 
東京都渋谷区神宮前二丁目 32 番 5
号 

不動産信託

受益権 
1,477.62 3,060 2,781

 
イオン東浦ショッピング

センター 

愛知県知多郡東浦町大字緒川字東

栄町 62 番 1 他 
不動産信託

受益権 
100,457.69 7,680 6,599

 
イオン香椎浜 

ショッピングセンター 

福岡県福岡市東区香椎浜三丁目 12
番 1 号 

不動産信託

受益権 
109,616.72 13,400 13,434

 
イオン札幌苗穂 

ショッピングセンター 
北海道札幌市東区東苗穂二条三丁

目 1 番 1 号 
不動産信託

受益権 
74,625.52 9,830 8,939

 エスキス表参道跡地 
東京都渋谷区神宮前五丁目 10 番 1
号 

不動産信託

受益権 
1,768.78 15,200 14,901

 
エスキス表参道 
アネックス 

東京都渋谷区神宮前五丁目 1 番 17
号 

不動産信託

受益権 
540.78 1,000 892

 
イトーヨーカドー 

綱島店 
神奈川県横浜市港北区綱島西二丁

目 8 
不動産信託

受益権 
16,549.50 5,380 5,129

 ビックカメラ立川店 東京都立川市曙町二丁目 12 番 2 号
不動産信託

受益権 
20,983.43 12,900 12,275
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 不動産等の名称 
所 在 地 

（住居表示） 
所有形態 

賃貸可能 

面積 

（注 3） 

期末算定

価額 

（注 2） 

帳簿価額 

    ㎡ 百万円 百万円

 板橋サティ 東京都板橋区徳丸二丁目 6 番 1 号 
不動産信託

受益権 
72,253.88 13,100 12,654

 北青山 8953 ビル 東京都港区北青山三丁目 14 番 8 号
不動産信託

受益権 
492.69 1,100 1,011

 
イオン大和ショッピング

センター 
神奈川県大和市下鶴間一丁目 2 番 6 
号 

不動産信託

受益権 
85,226.68 18,700 17,113

 西友ひばりヶ丘店 
東京都西東京市住吉町三丁目 9 番 8
号 

不動産信託

受益権 19,070.88 6,900 6,006

 戸畑サティ 
福岡県北九州市戸畑区汐井町 2 番 2
号 

不動産信託

受益権 93,258.23 6,780 6,360

 ジャスコシティ高槻 
大阪府高槻市萩之庄三丁目 47 番 2
号 

不動産信託

受益権 77,267.23 12,500 11,712

 自由が丘 8953 ビル 
東京都目黒区自由が丘二丁目 9 番

17 号他 
不動産信託

受益権 
1,814.10 2,887 2,713

 ワンダーシティ 愛知県名古屋市西区二方町 40 番 
不動産信託

受益権 72,317.28 17,700 16,518

 ジャスコシティ八事 
愛知県名古屋市昭和区広路町字石

坂 2 番 1 号 
不動産信託

受益権 63,778.44 3,990 3,968

 ジャスコ那覇店 
沖縄県那覇市字金城五丁目 10 番 2
号 

不動産信託

受益権 
79,090.48 11,600 11,080

 チアーズ銀座 東京都中央区銀座五丁目 9 番 5 号 
不動産信託

受益権 
1,686.58 4,160 4,232

 ジャスコシティ西大津 
滋賀県大津市皇子が丘三丁目 11 番

1 号 
不動産信託

受益権 
62,717.26 13,100 13,645

 京都ファミリー 
京都府京都市右京区山ノ内池尻町 1
番地 1 

不動産信託

受益権 
25,603.95 5,480 5,650

合  計  1,492,366.57 332,307 310,547
注 1.  当期買付けた商業施設は、当該商業施設を信託財産とする不動産信託受益権として取得しております。 
注2. 期末算定価額は、投資法人規約に定める資産評価の方法及び基準並びに社団法人投資信託協会の定める規則に基づ

き、当投資法人は不動産鑑定士による鑑定評価に基づく評価額を記載しております。 
注3. 「賃貸可能面積」は、物件毎の店舗・事務所等を用途とする建物に係る総賃貸可能面積を意味し、倉庫及び土地（平

面駐車場）の賃貸可能面積を含まず、賃貸借契約書及び当該物件の図面に表示されているものを記載しております。 
なお、エスキス表参道跡地の賃貸可能面積には、登記簿上の面積を記載しております。 

注4. 平成 17 年 10 月 1 日付で上福岡市からふじみ野市に変更されました。 
注5. 「所在地」は、住居表示又は登記簿上に表示されているものを記載しています。 
注6. 上記の他、次の不動産を信託する信託の受益権（受託者：三菱ＵＦＪ信託銀行）を運用資産とする匿名組合出資を

行っております。 
物件名称  ：（仮称）ダイヤモンドシティ鶴見ショッピングセンター 
出資金額  ：840 百万円 
営業者  ：有限会社コンパニア・フロール 

   工事竣工予定日 ：平成 18 年 12 月 
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当投資法人が投資する商業施設毎の賃貸事業の推移は以下のとおりです。 
当期 

（平成 17 年 9 月 1日～平成 18 年 2 月 28 日）

前期 

（平成 17 年 3 月 1日～平成 17 年 8 月 31 日）

不動産等の名称 テナント総数

期末時点 

（注 3） 

稼働率 

期末時点

(注 1) 

賃貸事業収入

期間中 

対総賃貸事業

収入比率 
(注 1) 

テナント総数

期末時点

（注 3） 

稼働率 

期末時点 

(注 1) 

賃貸事業収入

期間中 

対総賃貸事業

収入比率 
(注 1) 

   件 ％ 百万円 ％ 件 ％ 百万円 ％

仙台中山 

ショッピングセンター 
2 100.0 441 3.4 2 92.1 544 4.4

エスパ川崎 1 100.0 351 2.7 1 100.0 351 2.9

大阪心斎橋 8953 ビル 1 100.0 407 3.1 1 100.0 405 3.3

ジャスコ茅ヶ崎 

ショッピングセンター 
1 100.0 274 2.1 1 100.0 274 2.2

博多リバレイン/ 
イニミニマニモ 

75 96.8 1,116 8.5 76 96.9 1,110 9.1

イトーヨーカドー 

鳴海店 
1 100.0 330 2.5 1 100.0 330 2.7

南青山 8953 ビル 3 100.0 169 1.3 3 100.0 169 1.4

ならファミリー 130 99.4 2,155 16.5 131 99.8 2,242 18.3

あびこショッピング 

プラザ 
53 100.0 792 6.1 45 98.9 665 5.4

イトーヨーカドー 

八柱店 
1 100.0 78 0.6 1 100.0 78 0.6

イトーヨーカドー 
上福岡東店 

1 100.0 256 2.0 1 100.0 280 2.3

イトーヨーカドー 
錦町店 

1 100.0 444 3.4 1 100.0 444 3.6

代官山 8953 ビル 1 100.0 39 0.3 1 100.0 37 0.3

原宿フェイス 8953 ビル 5 100.0 94 0.7 5 100.0 92 0.8

イオン東浦 
ショッピングセンター 

1 100.0 375 2.9 1 100.0 375 3.1

イオン香椎浜 
ショッピングセンター 

1 100.0 477 3.7 1 100.0 477 3.9

イオン札幌苗穂 
ショッピングセンター 1 100.0 382 2.9 1 100.0 382 3.1

エスキス表参道跡地 1 100.0 292 2.2 12 91.6 388 3.2

エスキス表参道 
アネックス 2 100.0 27 0.2 2 100.0 33 0.3

イトーヨーカドー 
綱島店 1 100.0 180 1.4 1 100.0 180 1.5

ビックカメラ立川店 2 100.0 390 3.0 2 100.0 386 3.2

板橋サティ 1 100.0 621 4.8 1 100.0 621 5.1

北青山 8953 ビル 2 100.0 34 0.3 2 100.0 33 0.3



当期 

（平成 17 年 9 月 1日～平成 18 年 2 月 28 日）

前期 

（平成 17 年 3 月 1日～平成 17 年 8 月 31 日）

不動産等の名称 テナント総数

期末時点 

（注 3） 

稼働率 

期末時点

(注 1) 

賃貸事業収入

期間中 

対総賃貸事業

収入比率 
テナント総数

期末時点

（注 3） 

稼働率 
賃貸事業収入

期間中 

対総賃貸事業

収入比率 期末時点 

(注 1) (注 1) (注 1) 
   件 ％ 百万円 ％ 件 ％ 百万円 ％

イオン大和       
ショッピングセンター 

1 100.0 534 4.1 1 100.0 540 4.4 

西友ひばりヶ丘店 1 100.0 261     2.0 1 100.0 276     2.3 

戸畑サティ 1 100.0 315 2.4 1 100.0 303 2.5 

ジャスコシティ高槻 1 100.0 411 3.1 1 100.0 358 
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自由が丘 8953 ビル 10 90.1 85 0.7 10 90.1 70 0.6 

2.9 

ワンダーシティ 28 100.0 646 5.0 28 100.0 546 4.5 

ジャスコシティ八事 2 100.0 164 1.3 2 100.0 74 0.6 

ジャスコ那覇店 1 100.0 388 3.0 1 100.0 135 1.1 

チアーズ銀座 9 100.0 111 0.8 9 100.0 11 0.1 

ジャスコシティ西大津 1 100.0 149 1.1 － － － － 

京都ファミリー 66 99.8 245 1.9 － － － － 

合計（注２） 409 99.9 13,046 100.0 347 99.6 12,225 100.0 
注 1. 稼働率（当該計算期間末の賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合）及び対総賃貸事業収入比率は、小数点第

二位を四捨五入しております。 
注 2. 稼働率合計は、当該計算期間末の総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合を表し、小数点第二位を四捨五

入しております。 
注 3. 「テナント数」は、当該物件の店舗・事務所等を用途とする建物に係る賃貸借契約数の合計額を記載しております。 
注 4. 上記の他、次の不動産を信託する信託の受益権（受託者：三菱ＵＦＪ信託銀行）を運用資産とする匿名組合出資を

行っております。 
物件名称  ：（仮称）ダイヤモンドシティ鶴見ショッピングセンター 
出資金額  ：840 百万円 
営業者  ：有限会社コンパニア・フロール 

   工事竣工予定日 ：平成 18 年 12 月 
 


